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1-1 トーマツ審査評価機構のご紹介

名 称： 株式会社 トーマツ審査評価機構

〔略称： Deloitte-TECO （Deloitte Tohmatsu Evaluation and Certification Organization Co. Ltd.）〕

所 在 地 ４月上旬 東京丸の内へ事務所移転予定 （詳しくは： www.teco.tohmatsu.co.jp）

設 立 平成13年（2001年）5月18日

資 本 金 1億円
事業内容 （サービスラインナップ）

1 ISO審査登録業務：

代 表 者 代表取締役社長 稲永 弘

企業の環境戦略を幅広くサポート

1. ISO審査登録業務：

• ISO 9001 （JAB認定: CM037）

• ISO 14001 （JAB認定: CM037)

• ISO 14064 （ISO14065/JAB実証研究参加）

• ISO 27001 （JIPDEC認定: ISR014)

2. 京都メカニズム：

• CDM有効化/検証/認証 （国連認定: E-0006）

JI 有効性決定/検証 （国連仮認定 JI E 0003）• JI 有効性決定/検証 （国連仮認定: JI-E-0003）

3. 温室効果ガス（GHG）排出量・削減量の検証

4. CSR・環境報告書 第三者審査 （J-SUS認定）

5 環境デューデリジェンス（環2003-1-135）5. 環境デュ デリジェンス（環2003 1 135）

6. 環境格付け業務

充実したラインナップと豊富な実績に基づく第三者審査

機関としての「高い信頼性」でお客様のご期待にお応え

©2009 Deloitte Touche Tohmatsu. All rights reserved.

機関としての「高い信頼性」でお客様のご期待にお応え

します。
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1-2 国連（UNFCCC）による認定機関

2006年5月 国連CDM理事会より指定運営機関（DOE)の認定(E-0006)

2008年11月JI（共同実施）の有効性決定／検証を行うAIE（認定独立機関）として仮認定（JI-E-0003）

AIE仮認定は監査法人系のGHG検証機関として世界初 日本拠点のISO審査機関としても初AIE仮認定は監査法人系のGHG検証機関として世界初、日本拠点のISO審査機関としても初
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1-3 JVETSとISO14064／14065への取組み

トーマツ審査評価機構の取組み

JVETS第１期から第４期まで連続して参画J S第 期から第 期まで連続して参画

“GHG国際規格” ISO14064／14065 への取組みを積極化

JVETS第4期 概要と特徴

• 単独の工場・事業場に加えグループ単位でも参加可能

当社のJVETS第４期 実績

受注件数 ８件

• 目標保有参加： タイプA 70件、タイプB 12件 （計82件）

• 検証機関 ２０社 （温室効果ガス審査協会加盟）が参加

を視野 入れた各ガイド イ 整備継続

数

受注プロジェクトの排出削減量 総合計 約 116,000 ｔ-CO2 /年

• 製薬業 （単独） ： 燃料ガス転換／老朽設備廃却

• ISO14064を視野に入れた各ガイドラインの整備継続

• ISO14065を検証機関認定ガイドラインとして初試行

• JABがISO14065実証研究プロジェクトを実施

• 食品製造業 （グループ） ： 省エネルギー設備導入

• 製紙業 （グループ） ： ボイラー設備更新／燃料ガス転換

• 製薬業 （単独） ： 燃料ガス転換 • JABがISO14065実証研究プロジェクトを実施

• 小売・流通業 （グループ）： 省エネルギー設備導入

• 繊維製造業 （単独） ： ボイラー設備更新／燃料ガス転換
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1-4 ISO14064／14065について ①

ISO14064
組織／プロジェクトにおけるGHG（温室効果ガス）排出・削減量の算定・報告・検証に関する国際

規格（2006年発行。JIS化作業中）

３部構成

Part 1： 組織 (Organization)( g )
Part 2： プロジェクト (Project)
Part 3： 妥当性確認 (Validation)、検証 (Verification)

ISO14065
GHG検証機関に対する認定要求事項（2007年4月発行）

（財）日本適合性認定協会（JAB ）が2008年度 JVETSにて実証研究プロジェクトを実施（財）日本適合性認定協会（JAB ）が2008年度 JVETSにて実証研究プロジェクトを実施

当社も参画 （参照） http://www.jab.or.jp/news/2008/08070700.html
信頼性の高い「オフセットクレジット」創出の認定にも適用（例： オフセットクレジット J-VER）

ISO14066 （※検討中）

検証人に対する要求事項

©2009 Deloitte Touche Tohmatsu. All rights reserved.5 『検証機関から見たJVETSの算定・検証と国際的なGHG検証の動向』



1-5 ISO14064／14065について ②

ISO14065ISO14064

ISO14064-1
組織のGHG排出量

設計・開発

ISO14064-2
GHGプロジェクトの

設計・導入

GHG排出・削減量検証業務の実施

設計 開発 設計 導入

GHG排出量
算

GHGプロジェクト

検証機関

算定報告書 算定報告書

GHG算定報告書 GHG算定報告書 検証GHG算定報告書 GHG算定報告書

検証 妥当性確認／検証

検証

ISO14064-3
検証プロセス 妥当性確認及び検証プロセス

ISO14065
GHG検証機関
認定要求事項
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検証プ セス 妥当性確認及び検証プ セス 認定要求事項
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1-6 ISO14064 Part 3  「検証プロセス」

検証プロセス各役割と責任

4.3 最初に以下へ同意：

・保証レベル ・目的 ・規準

・検証範囲 ・重要性
4.10 検証記録

利用者

検証範囲 重要性

4.4 検証アプローチの開発

・一般事項 ・検証計画
説明責任 保証

・サンプリングプラン

4.5 GHG情報システム管理の評価 4.6 GHGデータ／情報の評価

GHG報告書

※ ト 審査評価機構 社内 検証

4.7 規準に照らした評価

事業者
検証機関
検証人

独立

※ トーマツ審査評価機構の社内GHG検証マニュアル

は、ISO14064ベースのGHGガイドラインへの対応

を念頭に、既にISO14065に適応したものとなって

4.8 GHG算定報告書の評価

4.9 検証報告書
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第２章 検証機関から見たJVETSのMRV第２章 検証機関から見たJVETSのMRV
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2-1 JVETS第２期以降の改善・強化点

CA（監督機関）、事業者、検証機関での役割分担明確化

モニタリング方法論の制定／精度向上

モニタリング・算定・報告・検証等ガイドラインの整備・充実

システムインフラの整備
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2-2  JVETS(第4期) のモニタリング・報告・検証（ＭＲＶ）

「モニタリング・報告ガイドライン」（Ver.2.0 2008.2.25公表）

算定対象範囲（バウンダリ）の確定

モニタリングパターン（A、B、C）の選択

「Tier （ティア）」概念の採用と精度確保（ ィ ）」概 採用 精度確保

算定方法論の充実

「排出量検証のためのガイドライン」(Ver.2.0 2008.2.25公表)

（監督機関） 事業者 検証機関 役割 責任分担CA（監督機関）、事業者、検証機関の役割・責任分担

検証プロセス・方法論の明確化と「合理的保証」

「重要性」の概念、リスク評価

「検証機関が満たすべき要求事項」（案） (2008.6.4)

ISO14065ベースの認定基準

GHG検証プロセス （環境省「排出量検証のためのガイドライン Ver.2.0」より抜粋）

事業概要 報告書リスク 検証計画 GHG検証 実施結果

©2009 Deloitte Touche Tohmatsu. All rights reserved.

事業概要
把握

報告書
作成

リスク
評価

検証計画
策定

GHG検証
実施

実施結果
評価

10 『検証機関から見たJVETSの算定・検証と国際的なGHG検証の動向』



2-3 JVETSの課題は「世界共通の課題」

CA（監督機関）の機能

検証精度の均質化

信頼性・透明性の確保

企業のコスト効率
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2-4 GHG第三者検証の位置づけ

©2009 Deloitte Touche Tohmatsu. All rights reserved.

（株）トーマツ審査評価機構にて作成
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2-5  保証レベルと信頼性・流通性

合理的保証：国連／京都メカニズム合理的保証：国連／京都メカニズム

DOE

AIE

CDM
（ｸﾘｰﾝ開発ﾒｶﾆｽﾞﾑ）

JI
（共同実施）

京都クレジット
・CER
・ERU

合理的保証：GHGプログラム IS

（共同実施）

ISO14064
ISO14065 S

O
1
4
0
6
5
 鍵

JVETS
（環境省）

J-VER
（ｵﾌｾｯﾄｸﾚｼﾞｯﾄ）

GHG算定方法ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
(環境省v1 6)

GHG報告書
JVETS排出枠
・JPA

オフセットクレジット
・J-VER (1

4
0
6
4

併
用

)

試行排出量取引
スキーム 国内ｸﾚｼﾞｯﾄ

（国内CDM）

東京都
（環境確保条例）

(環境省v1.6)

ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ
（ｶｰﾎﾞﾝﾗﾍﾞﾙ）

地方自治体

J VER

限定的保証／検証無し

CSR・公的GHG報告

環境報告ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
(環境省2007年)

省エネ法
(定期報告) 温対法

(公表制度)

自主行動計画
(業界ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)

地方自治体
(報告制度)

CSR／環境報告書
GHG報告書
自主クレジット
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2-6  既存MSとISO14064でステップアップ

◇既存マネジメントシステムの活用

環境マネジメント
システム

内部統制
(例：J-SOX対応)

GHG 第三者検証
（ビジネスインフラ）

ISO14064併用／補完

省エネ法
温対法

自主行動計画

GHG検証

カーボン
オフセット

排出量取引

GHG検証が必要なカーボンビジネスの例

• カーボンオフセット

オフセットクレジット（VER*） * Verified Emission Reduction GHG 第三者検証

(ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝﾌﾗ)

カーボン
フットプリント

ｵﾌｾｯﾄｸﾚｼﾞｯﾄ
（VER*）

•オフセットクレジット（VER*）

•カーボンフットプリント（ラベル）

• 排出量取引

• バイオマス利用プロジェクト

• CO2原料化プラント

* Verified Emission Reduction

©2009 Deloitte Touche Tohmatsu. All rights reserved.14 『検証機関から見たJVETSの算定・検証と国際的なGHG検証の動向』

• 国際標準／規制化対応（輸出、現地生産等）



2-7  検証の保証レベルと信頼性

「流通性」は検証の信頼性に依存

規準・ガイドラインの国際標準化ニーズ

市場・制度の国際リンク加速
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第３章 国際的なGHG検証の動向第３章 国際的なGHG検証の動向
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3-1  国際リンクの加速

ICAP（国際炭素行動協定）： C&T型排出量取引制度国際リンクの共通ルール検討

EU-ETS： EU以外の排出量取引制度とのリンクを具体的に模索。GHG検証ルールの共通化

The Climate Registry： 北米全域にまたがるGHG管理共通システムの拡大

（環境省資料より抜粋）

©2009 Deloitte Touche Tohmatsu. All rights reserved.

（環境省資料より抜粋）
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/det/os-info/jokyo.pdf
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3-2  アメリカ オバマ新政権誕生

アメリカ新政権での政策転換

2009年2月26日 2010年度（次期）予算教書を議会 提出2009年2月26日 2010年度（次期）予算教書を議会へ提出

アグレッシブな気候変動政策へ転換。「私は闘う！」（オバマ大統領）

• GHG排出削減目標設定（2005年比 2020年までに14%削減）排

• 2012年 キャップ＆トレード型排出量取引制度導入

• 排出枠１００％オークションで膨大な歳入も見込む

自治体レベルでの活発な取組み

RGGI (Regional Greenhouse Gas Initiative：北東部10州)

• 2009年1月 排出量取引開始。電力事業者が対象。排出枠の割り当ては１００％オークション

WCI (Western Climate Initiative：米国西部７州、カナダ２州、オブザーバーにメキシコ州も)

キャップ＆トレ ド型排出量取引制度について検討中 複数セクタ を対象• キャップ＆トレード型排出量取引制度について検討中。複数セクターを対象

カリフォルニア州

• キャップ＆トレード型排出量取引制度を検討中

©2009 Deloitte Touche Tohmatsu. All rights reserved.

• The Climate RegistryやWCIの中心的存在
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3-3  The Climate Registry  「北米ETS」の布石？

北米全域に拡大するGHG登録簿等共通インフラ

北米各自治体並びに企業で構成されるNPO

自主的GHG報告 各州の義務的GHG報告にも対応自主的GHG報告、各州の義務的GHG報告にも対応

算定報告／検証ガイドラインはISO14064／14065ベー

スで「合理的保証レベル」第三者検証を規定

GHG算定報告ガイドライン

• “General Reporting Protocol V 1.1”

• セクター毎の規約も随時登場（電力、自治体等）

検証ガ ドGHG検証ガイドライン

• “General Verification Protocol Version 1.0”

2008年12月1日 ANSI（米国規格協会）は米国の６審査2008年12月1日 ANSI（米国規格協会）は米国の６審査

機関を ISO 14065ベースで正式に認定したと発表

ANSIの認定対象GHGプログラム

Climate Action Reserve (the Reserve)

Chicago Climate Exchange (CCX)

The Climate Registry (TCR)

Voluntary Carbon Standard (VCS)

The Climate Registry’s Board of 
Directors includes 41 US states, 
Washington DC, 12 Canadian 
provinces and territories, 6 
Mexican states and 4 Native 
Sovereign Nations

©2009 Deloitte Touche Tohmatsu. All rights reserved.

（The Climate Registry Webサイトより） http://www.theclimateregistry.org/downloads/Member_Map_English.pdf
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3-4  イギリス／EU-ETS

イギリス

アグレ シブな気候変動政策でEUをリ ド（UK ETS カ ボンフ トプリント 気候変動法等）アグレッシブな気候変動政策でEUをリード（UK-ETS、カーボンフットプリント、気候変動法等）

商業・公共部門、個人まで対象とした排出量取引制度の検討

Defra（英国環境・食糧・農村地域省）の国際戦略と提携： 日本、中国、韓国

【GHG検証】 UKAS（英国認定機関）

• 2008年12月 EU-ETSへのISO14065適用について位置づけを明確化

• 2009年2月 IAF（国際認定機関ﾌｫｰﾗﾑ）発行「IAF MD 6:2009 Application of ISO 14065:2007」適用2009年2月 IAF（国際認定機関ﾌｫ ﾗﾑ）発行 IAF MD 6:2009 Application of ISO 14065:2007」適用

EU-ETS
第３フェーズ（2013年～） アルミ、化学等の部門規制追加や対象ガスの拡張第 （ 年 ） ア 、化学等 部門規制追加や対象 拡張

• 排出枠オークションの拡大（電力部門は１００％。一般産業部門も２０％から年々１０％づつ拡大）

「ポスト京都」体制形骸化の可能性と独自の国際連携も視野 （2007年 ICAP創設に参画）

2012年EUレジストリ改定（航空産業への適用 国際リンク拡充等）2012年EUレジストリ改定（航空産業への適用、国際リンク拡充等）

【GHG検証】 EC(European Commission)／EA (European cooperation for Accreditation)
• 2008年7月 EA-6/03改定 EU-ETS検証機関認定へISO14065適用を選択肢として明記
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• 2010-2012年 EU-ETSの統一的認定・検証ガイドラインの整備
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3-5  カナダ／オーストラリア

カナダ

北米全体としてのキ プ&トレ ド型排出量取引制度導入に前向き 国際リンクも視野に北米全体としてのキャップ&トレード型排出量取引制度導入に前向き。国際リンクも視野に。

原単位ベースでの排出量管理が国際リンク上の課題

ブリティッシュコロンビア州など自治体独自のETS構想も

【GHG検証】

• Standards Council of Canada(認定機関)ではISO14065ベース認定を推進

• ほとんどの自治体がThe Climate Registryに参画済みほとんどの自治体がThe Climate Registryに参画済み

オーストラリア

政権交代後の2008年からGHGへの取組みが本格化。各種GHGガイドライン整備政権交代後 年 ら 取組み 本格化。各種 イ ライン整備

2008年12月「White Paper」公表

• 第三者検証（Third party audit）明記。ISO14064もガイドライン

2010年からキャップ＆トレ ド型排出量取引制度開始予定 幅広いセクタ を対象2010年からキャップ＆トレード型排出量取引制度開始予定。幅広いセクターを対象。

国際リンク（EU-ETS）にも積極的な取組み？

【GHG検証】 JAS-ANZ(Joint Accreditation System - Australia New Zealand：認定機関)
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• GHG第三者検証について、ISO14064／ISO14065への取り組みを明確化
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3-6  旧イギリス連邦をつなぐGHG検証の「環」

イギリス
カナダロシア

日本

アメリカ
韓国

中国

EU諸国

メキシコ
台湾

インド

ブラジル

ISO14065 認定
オーストラリア

ニュージーランド

南アフリカ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ有り・開始

地域・自治体で有り

今後注目される国
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今後注目される国
（株）トーマツ審査評価機構にて作成



3-7 国際リンクの構造（考え方の一例）

ビジネス上の連携
※ ２０１０年～２０１２年の動向に注目

電子的な国際接続

•京都クレジット CER／ERU
•UNFCCC／ITL⇔EU-ETS／CITL
•EU-ETS⇔他国ETS?

運用

排出枠・クレジットの流通
•EU ETS⇔他国ETS?

インフラ

規準・レジストリの統一／標準化
モニタリング・報告、検証ガイドライン国内

•ISO14064/ISO14065 拡大
•EU Accreditation Regulation
•ICAP/The Climate Registry
EU ETSレジストリ改定

インフラ

信頼性・透明性の確保JVETS •EU-ETSレジストリ改定

京都議定書
枠組み

条約／国際協定
批准・国内法制度化

•京都議定書
•EU⇔ノルウェー協定
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（株）トーマツ審査評価機構にて作成



3-8  企業が注目すべきポイント（まとめ）

旧イギリス連邦の動きに注目

既存認定ガイドラインとの併存

国際組織（IAF）を通じた拡大と「デファクト化」

現地生産や輸出業務での備え
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